
平成１８年度バランスシート及び行政コスト計算書の概要 
 
１ バランスシートと行政コスト計算書とは 
 これまで、自治体の会計は単年度主義とされ、決算は単に１年間の歳入と歳出がどれ

だけあったかを示すものでしかありませんでした。しかし、近年、住民の行政への関心

が急速に高まっており、これに対して説明責任を果たすため、各自治体は財政状況の開

示をこれまでよりもっとわかりやすい形で行うべきであると考えられるようになりまし

た。そこで、民間企業の会計手法を取り入れ、これまでの自治体の会計では存在しなか

った「ストック（資産）」と「フロー（現金の流れ）」の概念に基づき、「バランスシート」

と「行政コスト計算書」が作られるようになりました。 
 「バランスシート」は、自治体の持っている資産や負債の額を示すことにより、どの

ような資金がどのような目的の資産を取得するために使われ、それがどのような形の資

産として手元に残っているかがわかります。また、「行政コスト計算書」では、バランス

シートで示されている資産の取得以外に自治体が行っている様々な行政サービスにどれ

だけの費用がかかっているかがわかります。 
 相生市では平成１３年度決算からバランスシートを、また、平成１４年度から行政コ

スト計算書を作成しています。 
 
 
２ バランスシート 
 平成１８年度のバランスシートを作成した結果、平成１９年３月３１日現在の「資産」

は６１４億６，７４１万６千円、「負債」は１９８億５，２９７万７千円、「正味資産」

は４１６億１，４４３万９千円となっています。 
 前年度と比較すると、下記の表のとおり全ての項目で減少しています。「資産」は、昨

今の厳しい財政状況のもと、歳出削減に努めた結果、道路や施設の整備などにより新た

に取得した資産の額に比べ、減価償却による資産の目減り額が多額となったことにより

減少となりました。また「負債」は、地方債の借入を抑制することにより減少となりま

したが、引き続き負債の減少に努める必要があります。 
（単位：千円、％） 

 平成１７年度 平成１８年度 増減率 増 減 額 
資   産 ６２，７４９，４８８ ６１，４６７，４１６ △２．０ △１，２８２，０７２ 

負   債 ２０，２７６，１０４ １９，８５２，９７７ △２．１ △４２３，１２７ 

正 味 資 産 ４２，４７３，３８４ ４１，６１４，４３９ △２．０ △８５８，９４５ 

 



また、相生市がバランスシートの作成を開始した平成１３年度から６年間の推移は次

のグラフのとおりとなっています。 
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昨年度に引き続き全体的に減少傾向にあります。平成１８年度から「相生市行財政健

全化計画」に基づき、歳出の更なる抑制に取り組むこととしており、少なくとも計画の

最終年度である平成２２年度までは、この減少傾向が続くものと予測しています。 
 
 
３ 行政コスト計算書 
 平成１８年度の行政コスト計算書を作成した結果、コスト総額は１２３億７，８１５

万４千円で前年度に比べ２億８４万１千円、１．６％の増となりました。 
                               （単位：千円、％） 

 平成１７年度 平成１８年度 構成比 増減率 増 減 額 

人にかかるコスト ２，７６１，６７６ ２，９１７，３２４ ２３．６ ５．６ １５５，６４８ 

物にかかるコスト ３，６０６，１０７ ３，３５０，４９４ ２７．１ △７．１ △２５５，６１３ 

移転支出的なコスト ５，２４０，０５８ ５，４１２，６８０ ４３．７ ３．３ １７２，６２２ 

そ の 他 の コ ス ト ５６９，４７２ ６９７，６５６  ５．６ ２２．５ １２８，１８４ 

行政コスト計 （ａ） １２，１７７，３１３ １２，３７８，１５４ １００．０ １．６ ２００，８４１ 

収    入 （ｂ） １２，０９５，９１０ １１，７８４，２２４  △２．６ △３１１，６８６ 

差 引（ｂ）－（ａ） △８１，４０３ △５９３，９３０  ― ― 

 



 前ページの表により、コストの種類ごとの増減額を見ると、「物にかかるコスト」の減

少が最も多くなっています。これは、「相生市財政健全化計画」に基づき歳出の抑制に努

めたことと、施設の維持補修費が前年度より減少したことによるものです。また、増減

率で見ると「その他のコスト」が大幅に増加していますが、これは、平成１７年に発生

した災害による災害復旧費が減となったものの、不納欠損額が大幅に増加したことによ

るものです。 
 また、収入総額は１１７億８，４２２万４千円で前年度に比べ３億１、１６８万６千

円、２．６％の減となっています。主な要因は、市有土地売払収入が減少したことと、

 

固定資産税及び地方交付税が減少したことによるものです。 

上のグラフは、行政コスト計算書の作成をはじめた平成１４年度からの推移を表した
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ものです。平成１８年度のコスト総額と収入額の差引は、５億９，３９３万円の赤字（通

常の公会計決算においては２億８，２８１万２千円の黒字です。）となり、４年連続での

赤字となりました。厳しい財政状況を踏まえ、歳出の削減に取り組んだものの、退職者

数の増に伴い退職給与引当金繰入等の増、不納欠損額の増などによりコスト総額が増加

したことに加え、収入額も大きく減少しています。今後どのように財源を確保するかが

重要な課題となります。また、義務的経費である人件費、扶助費、公債費は、任意に削

減することが困難であるため、これ以外の経費を確実に削減していくことが必要です。

今後、「相生市行財政健全化計画」に基づき、歳出削減と財源確保の取組みを推進しなが

ら、限られた財源を効率的に配分し、行政サービスのレベルを維持できるよう努めるこ

とが重要です。 
 
 



 
４ バランスシートと行政コスト計算書を用いた財務分析 

（１） 社会資本形成の世代間負担比率 
の負債を残しているのかをみることで、世代

間

（単位：千円） 

 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 

 

資産形成に伴い、後年度にどれだけ

の負担割合がわかります。簡単に言うと、道路や各種施設などをつくるのにどれ

くらい借金に頼っているかを見ることにより、将来の世代への負担がどれくらいか

をみるものです。将来の世代の負担が少ないほど、リスクの先送りが少ないという

ことができ、財政の健全性は高いといえます。しかし、道路や施設などは長期にわ

たって使用される見込みのあるものであり、世代間の公平性という観点からみると、

将来の世代の負担がある程度必要であるともいえます。 

平成１８年度 

有形固定資産残高（a） ５  ５７,１７８,４０６ ７,３９４,２５４ ５７,０９５,３４７ ５  ５６,５２４,９４６ ５,６２４,３２８ 

負債合計（ｂ） １９,８０２,１２３ ２０,３３２,４６９ ２０,３００,２９３ ２０,２７６,１０４ １９,８５２,９７７ 

（ｂ）／（ａ） ３４．６％ ３５．４％ ３５．６％ ３５．９％ ３５．７％ 

う  １６,０ １５,９ち、地方債（ｃ） ２６,３８９ ７８,５５９ １６,６２８,１２８ １６,５ １５,９４１,８５２ ２３,７０３ 

（ｃ）／（ａ） ２８．０％ ２７．８％ ２９．１％ ２９．３％ ２８．６％ 

 
  上記の表によると、「負債合計」の金額、有形固定資産に占める割合が減少してい

全化計画」に基づき、新たな建設事業等を抑制することとして

い

 

 

ます。負債の減少額が有形固定資産の減価償却による目減りを上回ったことが要因

と考えられます。 
「相生市行財政健

ることから、有形固定資産残高がさらに減少すると考えられまが、それ以上に地

方債の新規発行の抑制や既発債の償還による地方債残高が減少することから、今後

も、既に行った社会資本整備に対して残っている借金の割合が減少することが予想

されます。 

 
 
 
 
 
 
 



 
（２） 決算額対資産比率 
 で除すことで、これまで行なってきた資産形成に何年分の

  決算額で除すことにより、これまでの世代が行った社会資

  

                           

 による 合計 産合 年数 ていま

  

 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 

  資産合計を歳入決算額

歳入が充てられたことになるのかを示す指標です。これにより、これまでに道路や

各種施設などの資産形成に重点を置いてきたのか、資産の形成を伴わない消費的な

支出に重点を置いてきたのかがわかります。この比率が高いほど社会資本整備が進

んでいるといえます。 
 また、正味資産を歳入

本形成が歳入の何年分に相当するのかを示しています。 
  

    

（単位：千円） 
平成１８年度 

歳入合計（ａ） １  １６,０６９,１７２ ５,４１８,３８３ １５,１０２,６７１ １  １４,２５２,４１６ ３,５５２,４２３ 

資産合計（ｂ） ６４,２５５,５８５ ６３,８４６,１９１ ６３,１２８,５６６ ６２,７４９,４８８ ６１,４６７,４１６ 

（ｂ）／（ａ） ４．００年 ４．１４年 ４．１８年 ４．４０年 ４．５４年 

正  ４４,４ ４３,５味資産合計（ｃ） ５３,４６２ １３,７２２ ４２,８２８,２７３ ４２,４ ４１,６７３,３８４ １４,４３９ 

（ｃ）／（ａ） ２．７７年 ２．８２年 ２．８４年 ２．９８年 ３．０７年 

  上記の表 と、「資産 」、「正味資 計」ともに が増加し すが、

歳入、資産、正味資産それぞれの金額は減少しています。税収の減少や地方交付税

の削減などの影響で歳入が大幅に減少したことにより、指標としては数値が増えて

いて、確実に社会資本整備が行なわれているように見えます。しかし、指標が伸び

ている主な理由は歳入の減少によるものなので、今後は道路や施設の新たな整備を

さらに見直すことにより、減少傾向にある歳入の額に見合った資産の形成を行うこ

とが必要です。 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
（３） 有形固定資産の行政目的別割合 

成比をみることで、社会資本整備などの資産  有形固定資産のうち、分野ごとの構

形成が、これまで行政のどの分野に重点を置いて行われてきたかを示す割合です。 
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上記のグラフによると、土木費の占める割合が最も多く、全体の２／３以上となっ

サービスの度合

い

ジの表は前年度との比較をしたものです。全ての分野では減少して

い

ています。道路橋りょう整備事業や土地区画整理事業などの都市基盤、生活環境の

整備に多額の費用が掛けられていることがわかります。次いで、教育費、衛生費の

順に高くなっており、学校施設や社会教育施設、廃棄物処理施設などの市民生活に

必要不可欠な行政分野の資産が占める割合が多くなっています。 
しかし、有形固定資産の割合が低い項目について、必ずしも行政

が低いわけではありません。あくまで資産形成に着目した指標であることに注意

が必要です。 
また、次ペー

ます。厳しい財政状況の中、新たな資産の取得を抑制した結果、減価償却による

資産の目減りが新たな取得を上回ったことによるものです。 
 
 
 
 
 
 
 



 
（単位：千円、％） 

   平成１７年度 （構成比）   平成１８年度 （構成比） 前年度比 

総 務 費 １,４７３,２４５ ２．６ １,４４４,７５１ ２．６  △１．９ 

民 生 費 ８８８,４２８ １．６ ８２６,８０５ １．５ △６．９ 

衛 生 費 ３,５７０,５１０ ６．３ ３,３７３,３５９ ６．０ △５．５ 

労 働 費 ４４,０３４ ０．１ ３４,９３６ ０．１ △２０．７ 

農林水産業費 １,３３７,７５８ ２．４ １,２７８,４６８ ２．３ △４．４ 

商 工 費 ４５３,３００ ０．８ ４２０,９７０ ０．８ △７．１ 

土 木 費 ３８,３９１,６２６ ６７．９ ３８ ６,０３９,０６７ ８．４ △０．９ 

消 防 費 ３５２,１０６ ０．６ ３３３,３９３ ０．６ △５．３ 

教 育 費 ９,５４９,６９５ １６．９ ９ １,４１６,５１０ ６．９ △１．４ 

そ の 他 ４６４,２４４ ０．８ ４５６,０６９ ０．８ △１．８ 

有形固定資産計 ５６,５２４,９４６ １００．０ ５５ １０,６２４,３２８ ０．０ △１．６ 

 

（４） 目的別行政コストの経年比較 
 トを行政目的別に分類し、経年比較することに

  
 

  行政コスト計算書で示されたコス

より、各種行政サービスに対するコストがどのように変化しているかがわかります。
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百万円

総務費 民生費 衛生費 土木費 教育費 その他

 上記のグラフによると、厳しい財政事情を反映し、歳出削減を推進したものの、

退職者の増による退職手当の増加、不納欠損額の増加により行政サービスにかかる

コストは増加しています。このような要素を除けば全体的に増加傾向となっており



ますが、任意に削減することが困難な義務的経費の一つである扶助費が多くを占め

ている民生費については、ほぼ横ばいとなります。 
このように、コストは増加傾向にあり、歳入は減少傾向が続いているため、今後

も

 

（５）行政コスト対有形固定資産比率 
対して、どれだけのコストがかかっているか

単位：千円、％） 

 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 農林水産業費 土 

引き続き歳出削減に取り組む必要があります。どのようにして行政サービスの質

を落とさずにコストを削減するかが重要な課題になるといえます。 

 
 

   バランスシート上の有形固定資産に

を示す比率です。これにより、保有する施設や設備などの有形固定資産を活用する

ためにどれだけのコストがかかっているかをみることができます。 
（

木 費 教 育 費 

人にかかるコスト(a)  ８７２,４６７ ２７７,４１２ ４１７,７９９ ９９,０２５ １４６,６９６ ５０１,４８９ 

物にかかるコスト(b) ２７１,７１８ １９１,４３６ ６６５,３２８ １４３,６３３ １,２４９,７４３ ６８４,６４４ 

有形固定資産の額(c) １ ,４ ８４４ ,７５１ ２６ ,８０５ ３,３７３,３５９ １ ,２７８ ,４６８ ３８,０３９,０６７ ９,４１６,５１０ 

(a)／(c) ６０．４ ３３．６ １２．４ ７．７ ０．４ ５．３ 

(b)／(c) １８．８ ２３．２ １９．７ １１．２ ３．３ ７．３ 

  

「人にかかるコスト」の割合では、総務費が最も高くなっており、次いで民生費

  費、衛生費の割合が高くなってい

 

 
 

の順となっています。これは、総務費や民生費が資産形成よりも行政サービスにか

かる労働力に重点を置いた分野であるためです。逆に土木費における割合は極端に

低くなっています。土木費にかかる労働力に対して、道路や公園など非常に多くの

有形固定資産が存在することによるものです。 
 「物にかかるコスト」については総務費、民生

ます。また、「人にかかるコスト」に比べると衛生費の割合が多くなっており、これ

は、廃棄物処理施設が特殊機器を多く用いていることにより、管理委託経費等が多

額であることや、施設の老朽化に伴い、維持経費が増加してきていることによるも

のです。 

 
 
 
 


